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消費税減税署名を訴える
「消費税廃止各界連絡会」
の宣伝行動＝5月26日、
東京・新宿駅南口

くわしくはこちら財源は大企業・富裕層への課税で
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日本共産党が
主張
アメリカのイラン攻撃の影響による
物価高騰が、国民の暮らしと営業を
直撃。一刻も早い支援策が必要で
す。日本共産党は、大企業・富裕層へ
の課税で財源をつくり、消費税の一
律５％減税とインボイス廃止をめざし
ます。
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食料品1%?! 

2年だけ?!

減税
必要なのは

総務省「家計調査結果」（2025年）から
負担している消費税額（年額）
2人以上の世帯のうち勤労者世帯で年間収入600～700万円の場合　


